
 

関税・外国為替等審議会 

 

主管省及び庶務担当部局課 財務省国際局 調査課 

             財務省関税局 関税課 

 電話番号 (03)3581-4111（代表） 

ホームページ http://www.mof.go.jp/singikai/kanzegaita/top.htm 

根 拠 法 令  財務省設置法第６条  

設置年月日  平成 13 年１月６日 

所 掌 事 務   

1. 財務大臣の諮問に応じて関税率の改正その他の関税に関

する重要事項を調査審議すること 

2. 財務大臣若しくは経済産業大臣又は財務大臣及び事業所

管大臣の諮問に応じて外国為替又は対内直接投資等若しく

は技術導入契約に関する重要事項を調査審議すること 

3. 外国為替及び外国貿易法の規定によりその権限に属させ

られた事項を処理すること等 

分科会等 

＜分科会＞ 

1. 関税分科会 

（所掌事務） 

 ① 関税率の改正その他の関税に関する重要事項を調査審

議すること 

② 相殺関税等に関する事項を処理すること 

  2. 外国為替等分科会 

（所掌事務） 



 

① 外国為替又は対内直接投資等若しくは技術導入契約に

関する重要事項を調査審議すること 

② 外国為替及び外国貿易法の規定により審議会の権限に

属させられた事項を処理すること 

＜部 会＞ 

企画部会、特殊関税部会、アジア経済・金融の諸問題に関す

る専門部会、最近の国際金融の動向に関する専門部会、外資

特別部会 

委員＜定数＞ 30 人以内（学識経験者） 

うち常勤 なし 

＜任期＞ 2 年 

＜氏名＞  青山理恵子 （(社)日本消費生活アドバイザー・コン

サルタント協会副会長） 

        伊藤 隆敏 （東京大学大学院経済学研究科教授） 

        伊藤 元重 （東京大学大学院経済学研究科教授） 

        犬伏由利子 （消費科学連合会副会長） 

        潮田 道夫 （(株)毎日新聞社論説委員） 

               圓川 隆夫 （東京工業大学大学院社会理工学研究科 

教授） 

        奥  正之 （全国銀行協会会長（(株)三井住友銀行

頭取）） 

 嘉治佐保子 （慶應義塾大学経済学部教授） 

  勝  悦子 （明治大学副学長（国際交流担当）） 

 勝俣 宣夫 （(社)日本貿易会名誉会長（丸紅(株)

取締役会長）） 

 川島 千裕 （日本労働組合総連合会総合政策局経済



 

政策局長） 

        國井 秀子 （リコーIT ソリューションズ(株)取締

役会長執行役員） 

 気仙 英郎 （(株)産経新聞社論説委員） 

        小寺  彰 （東京大学大学院総合文化研究科教授） 

        櫻井 敬子 （学習院大学法学部教授） 

 佐々木百合 （明治学院大学経済学部教授） 

 鈴木 宣弘 （東京大学大学院農学生命科学研究科教

授） 

 佃  和夫 （(社)日本経済団体連合会副会長（三菱

重工業(株)取締役会長）） 

 中野 春芽 （弁護士） 

 ○中山 信弘 （東京大学名誉教授・弁護士） 

 西村 淸彦 （日本銀行副総裁） 

 深川由起子 （早稲田大学政治経済学部国際政治経済

学科教授） 

 藤井眞理子 （東京大学先端科学技術研究センター教

授） 

 藤原まり子 （(株)博報堂生活総合研究所客員研究

員） 

 前  哲夫 （日本証券業協会会長） 

 松下 正幸 （(社)関西経済連合会副会長（パナソニ

ック(株)副会長）） 

 茂木  守 （全国農業協同組合中央会会長） 

 ◎吉野 直行 （慶應義塾大学経済学部教授） 

諮問・答申事項等  



 

関税・外国為替等審議会外国為替等分科会外資特別部会意見（平

20.4.15 意見） 

オーストラリア、スペイン、中華人民共和国及び南アフリカ共

和国産電解二酸化マンガンに対する暫定的な不当廉売関税の課

税についての答申（平 20.6.6 諮問、平 20.6.6 答申） 

アメリカ合衆国におけるバード修正条項に対する報復関税の課

税についての答申（平 20.8.22 諮問、平 20.8.22 答申） 

オーストラリア、スペイン、中華人民共和国及び南アフリカ共

和国産電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税についての答

申（平 20.8.22 諮問、平 20.8.22 答申） 

大韓民国ハイニックスセミコンダクター社製ダイナミックラン

ダムアクセスメモリー等に対する相殺関税の税率変更について

の答申（平 20.8.22 諮問、平 20.8.22 答申） 

平成 21 年度における関税率等の改正についての答申（平

19.4.20 諮問、平 20.12.12 答申） 

大韓民国ハイニックスセミコンダクター社製ダイナミックラン

ダムアクセスメモリー等に対する相殺関税の廃止についての答

申（平 21.4.13 諮問、平 21.4.13 答申） 

アメリカ合衆国におけるバード修正条項に対する報復関税の課

税についての答申（平 21.8.7 諮問、平 21.8.7 答申） 

関税・外国為替審議会 関税分科会 企画部会における「平成 22

年度関税改正に関する論点整理」（平 21.11.25 論点整理） 

 


